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クラウドトランクとは
オンラインで完結できるクラウド型トランクルーム

宅配型トランクルームとも⾔われ、⾃宅にいながら荷物を預けたり出したりできるク
ラウド型のストレージサービスです。預けたい品物はスマートフォンやPC上で写真付
きで⼀括管理でき、荷物は１点単位で取り出すことができます。
通常のトランクルームよりも⼿軽に利⽤できるサービスです。

【ボックスの注⽂】

会員登録

PCやスマホから
専⽤BOXを注⽂

【預ける】

専⽤BOXに預けたい荷
物を詰め込み集荷依頼

【確認する】

預けた荷物をマイペー
ジ上で写真で管理

【取り出す】

ＰＣやスマホから取出の
申し込み

最短⽇にお届け



市場規模
市場・業界 トランクルーム市場（⽇本国内）
⾦額規模 670億円
顧客規模 100万⼈
今後3年間の成⻑⾒込み 1〜1.5倍未満

ターゲットセグメント オンラインで預けている荷物を管理したい層
⾦額規模 300億円
顧客規模 50万⼈
今後3年間の成⻑⾒込み 1〜1.5倍未満



料⾦プラン（検討中）



当サービスの必要性
解決したい課題 解決⽅法
誰の
都会に住んでいて、収納スペー
スに困っている⼈
どのような課題
・家が狭く、収納スペースがない
・近所のトランクルームが⾼い
・⾞がなくトランクルームに⾏け
ない
・トランクルームを借りるまでで
はないが荷物の置き場所に困
っている

・トランクルームに⾏く時間がな
い

・何を預けたか忘れる

どのように解決するか
・ユーザーは専⽤アプリやWEB上で⾃分が預けた荷物を管理できる
・預けた荷物はいつでも取り出すことができる
・段ボール1箱から低価格で預けることができる
・集荷に来てもらえ、取り出しも宅配されるので家から出る必要がない

類似の商品・サービス
サマリーポケット他 約１５サイト

提案するアイデアの⽅が優れている点
・⻑野県という⽴地を⽣かして、保管の価格を抑えることができる、
その他オプションサービスの充実
・ふるさと納税の返礼品として使うなど地⽅創⽣をキーワードに
・地⽅・創⽣で都会のニーズを満たしてあげることで新たな需要と雇⽤
が⽣まれる





サイトのイメージ



クラウドトランクのメリット
（案）



倉庫の条件
国⼟交通省が定める、
認定トランクルームの
認可が下りる条件が望ましい



事業提携イメージ

クラウドトランク

倉庫業を
営む事業者様

集客

契約・⽀払

集荷（専⽤段ボール発送）

契約・⽀払

顧客荷物預け⼊れ

荷物の発送

弊社単体で事業を⾏うことは難しいため、倉庫業の認定をお持ちの
事業者様と組んで本事業を⾏いたいと考えております。

預け⼊れ

取出依頼

取出



預⼊業務フロー（案）

＊イレギュラーが発⽣した場合やクリーニング等のオプションサービス利⽤時は検討中です。



取出業務フロー（案）



倉庫ロケーション



プランの発展系
• ⾃動⾞⻑期保管及び⾞検メンテナンスパック（⽵⼊⾃動⾞）

• 不⽤品買取サービス（セカンドストリート様等と提携）

• 預けている荷物を提携サービスを通じてレンタルできる（アリススタイル様等と提携）

• 不⽤品を処分することができる（産廃業者様と提携）

シェアリングエコノミーへの取り組み



事業の発展系

クラウドトランク

宅配トランクルームを基本として、将来的にはシェアリングエコノミーの１プラットフォームを担うこと
により、⼀億総活躍社会の実現や地⽅創⽣の実現など、超少⼦⾼齢化社会を迎える我が国の諸課題の解決
にも寄与していけることを⽬標としてきます。

預ける
業務提携

物の貸し借りのプラットフォーム
ネットオークション（ヤフオク、アリススタイル等）

レンタル or 売買

業務提携
買取業者
2nd street 等

廃棄業者
遠藤産業等

サービス・利益還元

⾃動⾞保管・整備
⽵⼊⾃動⾞

段ボール１箱から
⾃動⾞まで対応



検討課題

保管場所の問題

集客⽅法（主にWEB広告）の選定

寺⽥倉庫が持っている特許の侵害にならないか検討が必要

（保管依頼品寄託⽅法及び寄託システムで取得済みであることを確認）

倉庫業などの免許が必要

荷物の出し⼊れでどうしても近所のトランクルームと⽐べて、数⽇のタイムラグが発⽣する問題

物流業者との事前打ち合わせが必要

ユーザーのクレーム対応や補償など、保険加⼊が必須

思ったようにユーザーが集まらなかった時のリスクヘッジで建物の２次活⽤など


